
１． はじめに

平成２２年度より総価契約単価合意方式による工
事発注がスタートした。本方式の適用範囲は工事
請負業者選定事務処理要領（昭和４１年１２月２３日付
け建設省厚発第７６号）第３に掲げる工事種別のう
ち，第一号から第四号まで，第七号，第九号から
第十七号までおよび第十九号に掲げる工事を対象
としている。実施方式として単価個別合意方式を
基本としているが，分任支出負担行為担当官が発
注する契約工事においては受注者の希望により，
単価包括合意方式とすることもできる。また，単
価個別合意方式においても協議開始の日から１４日
以内に協議が整わない場合は単価包括合意方式に
て行う。

本稿では出来高部分払いの実践として，平成２２
年度に太田川河川事務所が発注した工事を事例と
して，単価個別合意方式ならびに，出来高部分払
いについて従来の方法との違いを述べる。

２． 出来高部分払いの制度および
契約の流れ

� 概 要
出来高部分払い方式は，支払いの回数が少なく

間隔も長い現行方式から，受発注者が相互にコス
ト意識を持ち，短い間隔で出来高に応じた部分払
いや設計変更協議を実施し，円滑かつ速やかな工
事代金の流通を確保することによって，より双務
性および質の高い施工体制の確保を目指すもので
ある。工事の実施に当たり一般的な流れについて
図―１に示す。事例の工事は当初契約時に単価個
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図―１ 契約の流れ
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別合意方式を選択し，出来高部分払いを選択，実
施した工事となっている。

� 前払い・部分払いの請求方法
受注者からの請求方法として，前払金請求と部

分払請求がある。前払金の対象範囲は請負金額の
４／１０以内について前払金の支払いを請求すること
が可能となっている。部分払いの対象範囲は，出
来形部分ならびに工事現場に搬入済みの工事材料
および製造工場等にある工場製品（監督職員の検
査を要するものにあっては当該検査に合格したも
の，監督職員の検査を要しないものにあっては設
計図書で部分払いの対象とすることを指定したも
のに限る）に相応するものであることとなってい
る。また，部分払いの対象となる出来高は請負代
金額を限度として行うものとし，この場合におい
て，工事量の変更が予定されるものは当該変更工
事量を対象とし，単価等に変更が予定されるもの
のうち変更増となるものは元の単価によりそれぞ
れ出来高を確認するものとしている。なお，新規
工種に係る部分および変更減が予定されている部
分については，契約変更により当該工種の追加・
変更がされるまではその部分を部分払いの対象と
することができない。この場合，部分払いの対象
とする部分に限定して数量等を確認し契約変更を
行うなど，手続きの簡素化を図る必要がある。前
払いおよび部分払いの従来までの方式との違いを
図―２に示す。

部分払請求については，その頻度を受注者が工
種や工区の区切りなどに留意しながら請求するこ
とができるものであり，毎月もれなくまた出来高
部分の全てを請求することを義務づけるものとは
なっていない。部分払いを実施する際の部分払金
の額は，次式により算定される。この場合におい
て請負代金相当額は単価合意書の記載事項により
定められている。

部分払金の額≦請負代金相当額
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� 出来高の確認（既済部分検査）
既済部分検査は当該検査前に実施された各検査

で確認した内容に関しては検査対象としていな
い。また，検査の実施に当たっては「公共工事の
代価の中間前金払および既済部分払等の手続の簡
素化・迅速化の促進について（平成１０年１１月２７日
付け建設省技調発第２２７号）」および「中間技術検
査の積極的活用について（平成７年３月２８日付け
建設省技調第６２号）」に基づき行うものとなって
いる。

� 期待される効果
出来高部分払いが実施されることにより期待さ

れる効果として以下の項目が考えられ，この項目
について効果を把握する必要がある。
・設計変更時の協議がスムーズとなる。
・コスト意識が向上する。

図―２ 従来までの方式との違い
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・受注者・下請業者への工事代金の流通により経
済効果が早期に出る。

・受注者の財務状況の改善

３． 対象工事概要

本工事は，太田川床上浸水対策特別緊急事業に
伴う築堤護岸工事である。
太田川では，平成１７年９月の台風１４号と秋雨前

線により，これまでの戦後最大流量である昭和４７
年７月の洪水を上回る洪水が発生し，太田川中・
上流域の沿川で床上浸水２８４棟，床下浸水１５４棟の
大きな被害を受けた。このため，再度同様な洪水
が起きても家屋の床上浸水等を発生させないこと
を目的とした床上浸水対策特別緊急事業を平成１９
年度から実施している。
床上浸水対策特別緊急事業は，太田川中・上流

域の１８地区において，地形特性や居住形態に応じ
た，輪中堤等土地利用と一体となった治水対策を
行うものであり，鋭意事業を実施しているところ
である。
本工事の工区である宇賀地区においては，浸水

区域１．８ha，床上浸水家屋９戸，床下浸水家屋３
戸の被害を受けている。この床上浸水家屋の解消
のため輪中堤および宅地嵩上げを実施する計画と
なっている。
事例工事は平成２２年８月に公告し，平成２２年１０

月～平成２３年６月末を工期として実施した。本工
事の主な内容として工事延長L＝３５０m，盛土V＝
７，７００m３，舗装A＝９００m２，ブロック積工A＝４５０m２

によって築堤・護岸を施工するものとなってい
る。また，工種の構成は河川土工，法面工，軽量
盛土工，法覆護岸工，付帯道路工，根固め工，構
造物撤去工，仮設工となっており多工種にわたっ
ている。
現地状況として，築堤護岸を実施する箇所にお

いては施工ヤードが狭小な上，近接工事も輻輳し
ていたため工程管理や工事間調整が必要となって
いた。また，河川内作業については漁業関係者か

らの要望により３月末までに終了させることとな
っていた。工事竣工後の現地状況を写真―１に示
す。

４． 実際の工事おける
適用について

� 契約方式から前払いおよび出来高部分払い
の適用について

総価契約単価合意方式を適用し，当初契約時に
おいて単価合意方式の選択について配付する。本
工事については個別単価合意方式が選択されてい
る。その後の手続きの流れは契約締結後から１４日
以内に請負代金内訳書を提出してもらい，単価協
議から１４日以内に単価合意をすることとなってい
る。
本工事では，施工中に既済部分検査を実施し出

来高部分払いを行っている。契約および支払状況
として，前払請求はなく，出来高部分払いを１回
実施し，出来高確認のための既済部分検査を平成
２３年３月に実施している。その後の支払いは，最
終変更を実施し，工期末に実施している。本工事
の支払いの流れについて図―３に示す。

写真―１
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� 既済部分の出来高について
出来高部分払いの対象となった工種は，軽量盛

土工，法覆護岸工，護岸付属物工および付帯道路
工であり，出来高としては２８．９％であった。
出来高部分払いのために実施した既済部分検査

に必要となった主な書類は，受注者にあっては検
査のための出来高状況写真等の一連資料，発注者
にあっては既済部分検査の対象となっている出来
高を算定した内訳書となっている。
単価個別合意方式を選択していた場合，受注者

側も出来高に対する金額が明確になっており，資
金計画も立てやすいものと考えられる。

５． 受注者の視点から

実際に本工事を受注契約した施工業者に対し
て，受注者側から実施に当たって従来の方式とど
のように異なっていたか，また煩雑な部分や簡素
化された部分が出てきたのかについてヒアリング
を実施した。

� 当初契約時
本工事において総価契約単価合意方式で単価個

別合意方式を選択した経緯や理由としては，受注
者として本工事が初めてとなっており，単価個別
合意方式が工事期間中や工事完了後にどのような
利点があるかを把握したかったためとしている。
また，単価個別合意方式では当初契約時に工種の
単価が明確になり，受注者として毎月の出来高お
よび数量増減時の金額をより精度が高く把握でき

ると予想できた。平成２２年度は総価契約単価合意
方式が本運用され始めてきたところであり，受注
者側としても試行的に実施を検討していたものと
考えられる。
当初契約時において実際に手続きを実施し，単

価個別合意方式を選択する中で受注者として，当
初から工種の単価が明確になり，設計変更時に柔
軟に対応が可能だと考えられた。さらに，工事着
手前に工種ごとに協議をすることから，発注担当
者とのコミュニケーションがとれ，工事内容をよ
り詳細に知ることができ，スムーズな工事着手が
可能となった。しかし，単価個別合意方式とする
ことで多少ではあるが，単価協議資料の作成に手
間がかかっている。

� 施工中および設計変更時
単価個別合意方式では施工中においても，当初

契約の工種に対しての変更金額について把握が容
易になる。また，受注者としては新規工種の金額
において落札率が計上されないため下請契約を実
施しやすいものとなっている。しかし，単価包括
合意方式に比べ直接工事費が増加しても間接工事
に反映されないという不利な点を感じていた。

� 出来高部分払いの実施に当たって
工期の途中段階における検査書類の作成や，既

済部分検査の準備などの作業手間が必要となる
が，出来高部分払いによる資金調達が可能となる
本方式の活用は非常に有効であった。
また，単価個別合意方式は以前までの契約工事

と比較して，当初契約時の単価が明確になるため，

図―３ 本工事での支払いの流れ
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出来高に対する金額も把握しやすくなっていた。

６． 発注者の視点から

� 当初契約時
当初契約時にあっては，単価個別合意方式を選

択されることで単価協議を実施し，積算内容を相
互に把握した単価で合意を図れることから，設計
変更時においてスムーズな協議が行えるものと考
える。これは，当初契約段階から契約条件をより
詳細に知ることができ，単価差が出る部分につい
ても把握できる。

� 施工中および設計変更時
施工中にあっては，契約工種については単価が

相互に把握できているので工事量におけるコスト
の把握が容易となっていた。設計変更時において
も，合意単価部分については受注者側と考え方の
相違がないものと考えられることから，協議事項
となることはなかった。
当初契約時の単価協議においては２回の協議が

必要となったが，設計変更契約時の単価協議にお
いては１回の協議によって変更単価合意に至っ
た。これは設計変更内容が数量のみの変更となっ
ており，以前の合意単価を適用したためである。
こういった場合の設計変更はとても簡易に実施す
ることができた。

� 以前までの契約工事と比較して
単価個別合意方式の出来高部分払いの実施は，

事前に単価合意をするので出来高を算出するため
の単価が明確になり，受注者と発注者の間でコス
ト意識を共有することができ，これまでよりも詳
細なコストの管理が行えていると思われる。

７． おわりに

総価契約単価合意方式の導入によって，受注
者・発注者の間でコスト意識を共有し工事を実施
していくことで，設計協議や設計変更時にスムー
ズな協議が可能となっている。出来高部分払いを
実施するに当たっても，単価個別合意方式の選択
により日々の施工管理において受発注者間の差が
少ないものと考えられる。当初契約時に短い期間
での単価協議における資料作成といった問題もあ
るが，それ以上の利点を想定することができれ
ば，単価個別合意方式についてもより一層普及す
るものと思われる。
最後に総価契約単価合意方式の単価個別合意方

式の採用によりスムーズな設計変更協議ができ，
実施に当たっては有効な部分もあったが，いくつ
かの問題点も見えた。これからは本方式の継続的
な実施と，フォローアップ調査による評価検証を
行うことで，より改善されていくものと考えられ
る。
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